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１．はじめに

　当社は顧客の情報システムの構築とその運用を生
業とし、今年で創業39年を迎えました。創業以来、
当社は特定のメーカーの制約を受けない独立系のシ
ステム・インテグレーターとして、顧客のビジネス
の根幹をなす情報システムをハードウェアやミドル
ウェアからアプリケーション・ソフトウェア、コン
ピューターセンターとそこでのオペレーションサー
ビスを国内外で提供してきました。
　その40年あまりの間も、アプリケーション・ソ
フトウェアの生産技術は大きく進歩してきました。
この進歩は、ハードウェアの処理能力向上とあわせ、
アプリケーション・ソフトウェアの生産をしている
SEの現場の状況を大きく変容させています。

　また昨今「仮想化」というキーワードが謳われる
ことが多くなりました。ここでいうところの「仮想
化」とは、ハードウェアのリソースを複数の利用者
またはシステムが占有利用しているかのように、仮
想的・動的に割り当てを可能にする技術のことにな
ります。
　当社は、こうした技術を積極的に事業活動に取り
込み、まず自社の環境へ適用して利用上の課題発見
とその対策を実施したのちに、多数の顧客の情報シ

ステムを構築する際に適用しています。ここではそ
の実績の一部として、「仮想プロジェクトルーム」
をご紹介していきます。

２．アプリケーション・ソフトウェアの生産技術

　の変遷

　はじめに、アプリケーション・ソフトウェアの生
産技術の変遷を振り返ります。1980年代以前には、
「電子計算機」は高価で特別な機器であったため、
その利用が不自由であったことはご記憶にあるので
はないでしょうか。アプリケーション・ソフトウェ
アの生産においても同様であり、非常に制約の多い
中で生産作業が行われてきました。近年ではPCに
代表されるようにハードウェア類は安価で一般的な
ものになり、“コモディティ（日用品）”といわれる
ほどに普及し、同時にアプリケーション・ソフトウ
ェアを生産する技術的環境の進化・発展により、
SEやプログラマーといった技術者一人ひとりが専
用のPCで作業することを可能にし、生産性や信頼
性の向上に大きく寄与してきました。
　アプリケーション・ソフトウェアを構成するソー
スプログラムを生産する環境は、文字を編集しコー
ディングするだけのテキストエディタから、アプリ
ケーション・ソフトウェアを生産する作業の全般を
統合的に支援する IDE1へ移り、そしてその発展的
環境であるCI2へと変化してきています。これらは
2001 年 Eclipse3がオープンソース化されて以降、
爆発的に利用が進み、さらにプラグインと呼ばれる
「機能追加するための機能」が提供されたことにより、
第三者によって多数のソースプログラムの生産やテ
スト支援の機能が追加されて、現在も機能の拡張や
生産性向上への取り組みが世界的に続いています。
　このように統合的にソースプログラムの開発支援
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コンピュータセンターに設置されたメインフレームの専用端
末にて処理実行。実行結果は紙に印刷して確認した

メインフレームを遠隔地から操作や入出力が可能になる

メインフレームの利用がオンライン型中心になる。
ミニコンなども普及

ワークステーションのクライアントサーバー環境が一般化
商用のIDE製品も普及

PCが一般化。オープンソースやIDE製品の活用
構築環境、統合環境、実行環境を個別に準備
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する環境のオープンソース化やハードウェアの価格
低下・処理能力向上により、ソースプログラムの生
産性向上は格段に進みました。

３．コンピュータ言語の進歩

　前述したアプリケーション・ソフトウェアの生産
技術は、コンピュータ言語やミドルウェアの進歩、
標準化等と密接に関係しながら進歩してきました。
アプリケーション・ソフトウェアの機能の確認・テ
ストを行うためには、生産の初期段階から最終的に
利用・稼動させる環境下（ハードウェアやOSなど）
で実施する必要がありました。昨今では、前述した
生産を支援するツールやコンピュータ言語が進歩・
発展したことにより、完成したアプリケーション・
ソフトウェアを利用・稼動させる環境以外（異なる
ハードウェアやOSなど）での機能確認や稼動テス
トができるようになり、大型・特殊なコンピュータ
ーを開発用に用意する必要も少なくなったことで、
これまで以上に生産性や品質の向上に貢献するよう
になりました。
　特にJava4と呼ばれるオブジェクト指向言語では
「Write Once Run Anyware（プログラムをコーディング

　

してしまえば実行環境は問わない）」という設計思想により、
異なるOSやミドルウェアであっても同じソースプ
ログラムが安定して稼動できるようになりました。
その結果、複数の稼動環境上で十分な処理速度を維
持しながら擬似的に機能の確認や稼動テストができ、
生産性向上にとどまらず、ソフトウェアを異なる環
境へ移しても稼動させられるなど、その可用性と再
利用性を高めることが可能になりました。

４．当社が取り組んでいる課題

　情報システムを構築していくうえで、その開発環
境や支援ツールの進化が進む一方で、社会的にも
ITの利用が進み、情報システムは日々大規模化し
てきております。大規模な情報システムの開発プロ
ジェクトでは、利用者を含む多岐に及ぶ関係者と多
数の開発技術者で構成され、生産の拠点も複数にま
たがります。さらに中国、ベトナムなど海外の開発
拠点やパートナー企業との連携も一般化し、時差の
ある複数の遠隔拠点との分業や協業が必要になって
きました。そのため複数の拠点にいる多数の開発技
術者と分業・協業を行えることが、プロジェクトを
成功させる重要なファクターであると同時に、それ

1 IDE：統合開発環境：開発に必要なコンパイラ、テキストエディタ、デバッガなど別々に利用していたものをひとつの対話型
操作環境から利用できるようにしたもの
2 CI：継続的インテグレーション(Continuous Integration)の略。ソースプログラムの開発にあたり、一連の開発工程が終わって
から品質管理を行う。従来のソフトウェア・エンジニアリングではなく、成果物の諸小部分に対して頻繁に品質管理を行うこと
3 Eclipse：元々 IBMが開発して統合開発環境、現状はオープンソースとして非営利組織Eclipse Foundationで開発・運営され
ている
4 JAVA：1990年代前半にサン・マイクロシステムズで開発されたプログラミング言語、現在はJava Community Processという
組織で継続的に標準化が行われている
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を支える環境も大規模で複雑なものとなってきてお
り、支援環境を整えること自体が手間と時間のかか
る作業となってきました。

５．当社の取り組み例～「仮想プロジェクトルーム」

　当社の取り組む「仮想プロジェクトルーム」は、
こうした情報システムの構築を効率的に行う為の次
世代のプラットフォームとして、これまで開発プロ
ジェクトごとに専用に用意した開発環境およびコミ
ュニケーション環境を、仮想化技術を利用して用意
した環境上に統合し、必要なときに必要なリソース
量を動的に確保して、セキュアなネットワーク環境
を通じて社内外から自由にアクセスして共同利用が
できるようにしています。主な特徴を以下にご紹介
します。

①インターネットを経由した環境の共有
　社内LANに加え、インターネットや専用線（国内・
　国際WAN）から高セキュリティーな接続環境を
　提供

②情報システムの構築プロジェクト間のネットワ
　ークの分離
　物理的に同一サーバーを使用していても、フィル
　タリング機能と個人認証により許可された仮想的
　なサーバー以外へのアクセスをさせない制御を実
　施

③仮想化技術の活用によるサーバーの動的利用
　仮想化技術を活用して、ひとつひとつのプロジェ
　クトに対してプロジェクト独自の専用環境を利用
　しているのと同じ利用環境を提供。物理的なサー
　バー上に複数の仮想的なサーバーを設定すること
　により、CPU、メモリー、ハードディクスとい
　ったリソースの利用開始・停止や利用量変更に動
　的に対応

④構築プロジェクト内外との情報共有の為、あら
　かじめ必要なテンプレートを提供
　構築プロジェクトの推進、運営に不可欠なグルー
　プウェア、掲示板、構成管理、課題管理の機能と、
　その標準テンプレートを提供

　当社では、この「仮想プロジェクトルーム」の利
用を2009年から開始しており、これまでの利用に
より、以下の効果をあげています。

ａ）環境の準備時間の短縮
　　事前に準備したサーバーから、必要なリソース
　を仮想化し提供していく為、プロジェクトに必要
　なサーバーを手配する時間が削減可能になります。

ｂ）サーバー調達コストの削減
　　仮想化技術によって動的なリソースの割り当て
　を実現することにより、必要サーバー数の削減と
　これに伴う電力・スペースの削減を実現しました。
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　この動的割り当てにより、物理サーバーを準備す
　る場合に比べて2倍から4倍程度の負荷に相当す
　る処理を行うアプリケーション・ソフトを搭載し
　ても十分に処理可能な結果を得ています。

ｃ）コミュニケーションコストの削減
　　前述のようにシステム構築のプロジェクトでは、
　複数の企業から参画する多数のメンバーで構成さ
　せることが多くなります。このメンバーが「仮想
　プロジェクトルーム」を利用することにより、設
　計書などのドキュメントやソースプログラムの共
　有と受け渡し、リアルタイムに仕様変更や課題な
　ど情報を把握できるだけでなく、遠隔地で作業す
　る外部のパートナーや顧客と同時に利用できるこ
　とから、プロジェクト参画者が自社に居ながら、
　あたかも同一のプロジェクトルームに一緒にいる
　かのように、開発途中のシステムを共同でテスト

　したりや開発したシステムの事前確認が行えるよ
　うになったことで、迅速な開発に不可欠なコミュ
　ニケーション環境が大きく改善されました。

６．おわりに

　以上のように当社における取り組みの一端をご紹
介しました。これらの取り組みは、技術の進展や情
報システムに対するニーズの変化に応じて、常に改
革していく必要があります。またアプリケーション・
ソフトウェアの生産技術においても、単に技術的な
水準の高さや目新しさよりも顧客のビジネスにおけ
る情報システムの最適を追求することが望まれてい
ると考えています。すなわち、「最高より最適を」
を提供していく事が、当社の取り組みの根底をなし
ていると考えております。


